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１ 免許法、教特法の 2016 年改定による実践的プログラムの導入政策 
 













 また、同日 2016 年 11 月 28 日の教育公務員特例法改定により、指針・指標による養
成・採用・研修の一体化がすすめられることとなった。この教育公務員特例法改定では、
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主に以下の 4 点が導入された。 
・文部科学大臣は、校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する指針
を定めることとされた（同法第 22 条の２）。 
・公立学校等の校長及び教員の任命権者は、上記「指針」を参酌して、その地域の実情
に応じ、資質向上に関する指標を、下記の協議会における協議をへて策定することが義
務づけられた（同法第 22 条の３）。 
・任命権者は、上記「指標」を踏まえて、毎年度、体系的な教員研修計画を定めること




 そして、2017 年３月 31 日には、こうした法改定を受けて、教員の養成・採用・研修
を通じた新たな体制構築などのために、文部科学大臣から指針が示されて官報告示され
た。「公立の小学校等の校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策定に関する























































































化」の動向と課題』第 26 号 2017 年 9 月、あるいは「教職課程コアカリキュラム（特
集２）」『教育』2017 年 11 月号など）。 
 さらにこのコアカリは、さきにふれた「校長及び教員としての資質の向上に関する指
標」とともに、教員養成課程だけではなく、教員の採用と研修でも活用されることが求


























































 以上、2016 年 11 月 28 日の教育職員免許法、教育公務員特例法改定から、2017 年



















中学と高校の免許双方で 40 単位から 20 単位に減らされた。 





































































































































































84 頁、資料を含めれば全 93 頁におよぶ詳細なものとなっている。 




























http://www.kyoiku.metro.tokyo.jp/press/2017/pr170727a.html 2017年 12月 20日閲
覧）。しかし、たとえば教員養成系大学の代表者とされる 5 名の内訳は、東京学芸大学 副












































































































































教師教育学会年報 特集「標準化」「基準化」の動向と課題』第 26 号、学事出版、
2017 年。 
・勝田守一「教育の理論についての反省」『教育』1954 年２月号。 
・木戸口正宏「学生の生き方を問う教職科目」『教育』2017 年 11 月号。 







2017 年 11 月 17 日、教育職員免許法施行規則の改定 
2017 年 11 月 17 日、「教職課程コアカリキュラム」（教職課程コアカリキュラムの在り
方に関する検討会） 
2017 年 11 月、「学校における働き方改革推進プラン（仮称）」中間のまとめ（東京都教
育委員会） 
2017 年 10 月 26 日、「平成 30 年度東京都教員研修計画」策定（東京都教育委員会） 
2017 年 10 月 26 日、「東京都教職課程カリキュラム」の策定について（東京都教育委
員会） 
2017 年 9 月 25 日、「人づくり革命」（経済財政諮問会議での首相発言） 
2017 年 6 月 9 日、「経済財政運営と改革の基本方針 2017―人材への投資を通じた生産
性向上―」（閣議決定） 
2017 年 8 月 29 日、「学校における働き方改革に係る緊急提言」（中央教育審議会・学校
における働き方改革特別部会） 
2017 年 6 月 9 日、「経済財政運営と改革の基本方針 2017 について」（閣議決定） 
2017 年 3 月 31 日、「公立の小学校等の校長及び教員としての資質の向上に関する指標
の策定に関する指針」（文部科学省告示第 55 号） 
2017 年 2 月、東京都教員育成協議会を設置（東京都教育委員会） 
2016 年 11 月 28 日、教育職員免許法の改定/大括り化 
2016 年 11 月 28 日、教育公務員特例法の改定/指針、指標、研修計画など 
2015 年 12 月 21 日、「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学
び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～（答申）」（中央教育審
議会） 
2015 年 5 月 14 日、「これからの時代に求められる資質・能力と、それを培う教育、教
師の在り方について（第 7 次提言）」（教育再生実行会議第 7 次提言） 
2014 年 7 月 3 日、「今後の学制等の在り方について（第 5 次提言）」（教育再生実行会議） 
－－－ 
2012 年 8 月、中央教育審議会「教職生活の全体を通じた教員の資質能力の総合的な向
上方策について(答申)」/民主党政権下の政策）。2009 年 9 月－2012 年 12 月（民
主党政権下の改革構想/教育実習 5 単位から 20 単位化、高度化対応＋専門職免許
状）。 
2008 年 11 月、「教育職員免許法施行規則の一部を改正する省令」により、2009 年度か
ら教職実践演習の新設。 
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2007 年 6 月、教育職員免許法、教育公務員特例法の改定。教職大学院制度の導入 







関する科目」の比重増加（中学一種 19 単位から 31 単位へ、中学一種 19 単位か
ら 23 単位へ）。中学における教育実習期間延長３から５単位へ。「教科又は教職」
の設置と中学高校の教科 40 から 20 へ。 
1997 年、小中学校教員免許状の取得に介護等体験の義務づけ（７日間） 






































指標（東京都教育委員会『学び続けよう、次世代を担う子供のために―平成 30 年 






































































指導教諭 基礎形成期 伸 長 期  充 実 期  


























































































































































































































































































































































































































































































































































































教育課題 教 員 教育管理職
グローバ
ル人材の
育成

・児童・生徒に対して、日本人としての自覚と誇りを涵養
かんよう
し、豊か
な国際感覚を醸成することができる。
・児童・生徒に対して、積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る態度を育成できる。
・児童・生徒に対して、相手の意図や考えを的確に理解した上で、
論理的に説明したり、反論・説得したりする能力を育成できる。
・グローバル化についての高い見識を
もち、自校の教育活動において、豊か
な国際感覚を醸成する指導ができて
いるかを把握し、教職員に対して適切
な指導・助言を行うことができる。
人権教育
の推進
・児童・生徒一人一人の人権に配慮して指導することができる。
・児童・生徒が人権課題について正しい理解と認識を深め、偏見や
差別意識を解消しようとする態度と実践力を育む指導ができる。
・人権尊重についての高い見識をもち、
自校の教育活動において、様々な偏見
や差別等をなくす指導ができている
かを把握し、教職員に対して適切な指
導・助言を行うことができる。
道徳教育
の推進
・児童・生徒に、他者への思いやりや、かけがえのない生命を大切
にする気持ちを育むことができる。
・よりよく生きるための基盤となる道徳性を、児童・生徒自らが 
考え、議論し、行動しながら身に付けられる指導ができる。
・学校、家庭、地域が連携し、子供たちの豊かな心の育成を図る  
ことができる。
・児童・生徒がよりよく生きるための基
盤となる道徳性を身に付けることが
できるよう、教育活動全体及び保護者
や地域、関係機関等と連携して子供た
ちの豊かな心の育成を図ることがで
きる。
不登校に
関する
事項
・児童・生徒にとって魅力ある学級をつくり、豊かな人間関係を 
育むことができる。
・不登校の予兆についての気付き、積極的な声掛けや関わりなど、
未然防止とともに初期段階での改善・解消に取り組むことができ
る。
・不登校になったきっかけや継続理由を把握し、その児童・生徒に必要
な支援を保護者や関係機関と連携を図りながら行うことができる。
・不登校及び不登校傾向の児童・生徒と
その保護者に対する必要な支援や関係
機関等との連携等について、高い見識
をもち、教職員に対して適切な指導・
助言を行うことができる。
障害のあ
る子供た
ちの多様
なニーズ
への対応
・障害のある児童・生徒一人一人の能力を最大限に伸長するために、 
児童・生徒の実態を的確に把握して適切な指導・支援ができる。
・本人・保護者と合意形成を図り、障害のある児童・生徒一人一人に
対して合理的配慮ができる。
・特別支援教育についての高い見識をも
ち、自校の教育活動において、必要な
合理的配慮等が組織的に行われるよ
う、教職員に対して適切な指導・助言
を行うことができる。
いじめに
関する
事項
・いじめや自殺等の防止に向けて、いじめの未然防止、早期発見、
早期対応等の具体的な取組を組織的に推進することができる。
・児童・生徒の主体的な行動を促す指導を、保護者や地域・関係  
機関等と連携しながら組織的に行うことができる。
・いじめ等を早期に把握し、保護者や地
域・関係機関等とも連携しながら解決
に向けて組織的に対応する教員集団
を育成することができる。
情報教育
の推進
・児童・生徒に、情報活用の実践力、情報の科学的な理解、情報  
社会に参画する態度を育成することができる。
・授業において、ＩＣＴを効果的に活用することにより、児童・生
徒の学力の向上を図ることができる。
・ＩＣＴを活用して校務の効率化を図ることができる。
・情報教育についての高い見識をもち、
自校の教育活動において、,&7を効果
的に活用した指導ができているかを
把握し、教職員に対して適切な指導・
助言を行うことができる。
オリンピッ
ク・パラリ
ンピック教
育の推進
・オリンピック・パラリンピック教育の目的や内容を正しく理解し、
組織的・計画的に推進することにより、児童・生徒に対して重点
的に育成すべき５つの資質を身に付けられるようにすることがで
きる。
・東京 オリンピック・パラリンピック競技大会を通じ、児童・
生徒一人一人の心と体に人生の糧となるレガシーを形成するため
の指導ができる。 
・東京 オリンピック・パラリンピ
ック競技大会を通じ、児童・生徒一人
一人の心と体に人生の糧となるレガ
シーを形成させるためにはどのよう
な教育活動ができるかを構想し、自校
の教育活動において組織的に推進す
ることができる。
学校安全
に関する
事項
・学校の安全管理について、教職員間の情報共有を確実に図りなが
ら自身の意識を高めるとともに、事件・事故に対して、迅速かつ
的確に判断し、対応することができる。
・児童・生徒一人一人の健康状況等を確実に把握し、食物アレルギ
ー等に対する知識・理解を深め、適切に対応することができる。
・児童・生徒に対して、防災に関する知識、思考力、判断力や行
動力、危険を予測し回避する能力と他者や社会の安全に貢献で
きる資質や能力を身に付けられるようにすることができる。
・施設等の安全管理、事件・事故への対
応、食物アレルギー等の学校の安全管
理に関する高い見識をもち、安全管理
に対して組織的に対応する教員集団
を育成するとともに、適切な判断・指
示を行うことができる。
 指標の「教育課題に関する対応力」について、東京都教育施策大綱、東京都教育ビジョ
ン等において示されている内容に基づき、これからの東京都の学校教育を推進していく教
員に求められる具体的な項目を示しました（表２）。
なお、それぞれの教育課題の解決に実際に取り組んでいく教員と、教員に対して指導・
助言し組織的な体制づくりを推進する教育管理職とに分けて示しています。
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